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プレスリリース 

 
                                                    2022年 6月 3日 

ブルームバーグ・エル・ピー 

 
＊本プレスリリースは Bloombergが 2022年 6月 1日(現地時間)に英語で発表を行ったプレスリリースを日本語に翻訳・再編集したもので
す。オリジナルのプレスリリースの正式言語は英語であり、この内容および解釈については下記の英語版が優先となります。英文オリジナル
につきましてはこちらのサイトをご参照ください。 
 
 

道路交通セクターの排出量ネットゼロ、2050年までの達成はいまだ希望あり 

電気自動車が 2025年までに 5倍増加予想が貢献 

 
2050年までに世界の自動車から排出されるＣＯ2排出量ネットゼロを達成するには 2038年までに内

燃機関自動車の販売終了が必須－特に大型商用車に対する緊急政策措置が鍵 

 
 
【ロンドン、ニューヨーク - 2022年 6月 1日】 ブルームバーグ NEF（BNEF）が本日発表した調査レポー

ト「電気自動車の長期見通し（Long-Term Electric Vehicle Outlook: EVO）」によると、道路交通セク

ターが 2050年までにＣＯ2排出量ネットゼロを達成することは、電気自動車の普及によってまだ可能と

はいえ、政策立案者と業界関係者による喫緊の対応が求められることが判明。バスや二輪車、三輪車

など一部の車両種類はネットゼロ目標達成に向けた軌道に乗りつつあるが、その他の種類、特に中

型・大型商用車では予断を許さず追加的な措置が必要だ、としている。  

 

BNEF 電気自動車チームのリーダー、アレクサンドラ・オドノバンは、次のように述べています。「2050

年までに道路交通セクターが排出量ネットゼロを達成できる道はまだ開かれているとはいえ、可能性

はほんのわずかしか残されていない。向こう数年間は、各国政府や自動車メーカー、部品サプライ

ヤー、充電インフラ供給会社による大きな後押しが必要だ」  
 

今年の電気自動車の長期見通しでは、2050年までの電気自動車の普及に関して 2つのシナリオの概

要を解説し、蓄電池、材料、石油、電力、インフラの需要とＣＯ２排出量への影響を検証している。経済

移行シナリオ（Economic Transition Scenario: ETS）は、新たな政策措置や規制を想定せず、主に技

術及び経済面の動向と市場原理に基づいている。ネットゼロ・シナリオ（Net-zero Scenario：NZS）は、

2050 年までの排出量ネットゼロを達成するための、道路交通セクターの潜在的な道筋を分析しており、

駆動技術の導入を左右する決定要因として経済性に着目している。 

 

電気乗用車の販売台数は、2021 年の 660 万台から 2025 年には 2100 万台へと今後数年間で急増

する見込みだ。BNEF の経済移行シナリオによると、電気自動車は 2025 年までに 7700 万台、2030

年までに 2 億 2900万台に達すると予想される。2021 年末時点の 1600 万台からの増加となり、これ

までのエネルギー移行において電気自動車が極めて成功しているという事実が反映されている。  

 

電気自動車の普及が進むにつれ、1日当たり 150万バレルもの石油需要がすでに減少している。大半

はアジアの電気二輪・三輪車によるものだが、今後も電気乗用車の販売台数の増加に伴い、削減可

能な石油需要は 2025 年には 1 日当たり 250 万バレルとなるだろう。BNEF の調査結果によると、乗

用車以外にも道路交通のあらゆる分野で電動化が広がることから、道路交通セクター全体の石油需

要は 2027年までにピークを迎えると想定される。内燃機関自動車の販売は 2017年にすでにピークを

https://about.bnef.com/blog/net-zero-road-transport-by-2050-still-possible-as-electric-vehicles-set-to-quintuple-by-2025/
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迎えており、BNEFでは 2024年に世界の内燃機関乗用車台数が減少に転じると予想している。 

 

2050 年までに全世界の自動車をネットゼロにするためには、全世界での乗用車新車販売台数に占め

るゼロエミッション車の割合が 2030 年までに 61％、2035 年までに 93％となり、かつ 2038 年までに

はすべての車両種類で内燃機関自動車の販売を終了させる必要がある。当調査レポートでは、V2G

（vehicle-to-grid、ビークル・トゥ・グリット）技術が電力セクターにおける排出量の削減と消費者への価

値創出に役立つことも明らかにされている。 

 

BNEF 次世代交通の部門長かつ同調査レポートの主執筆者、コリン・マッケラッチャーは次のように述

べています。「電気自動車は、輸送セクターにおける世界の CO2 排出量を削減する上で強力な手段

だ。市場が正しい方向に動いているという非常に好ましい兆候が見受けられる一方で、特に大型トラッ

クにはより一層の措置が不可欠だ。また、新興国市場にも焦点を当てる必要がある。新興国市場につ

いては、全車両種類の電動化への移行を実現し加速させるための資金援助が欠かせない」 
 

BNEFの分析によると、先進国や多国間機関は、国際的な気候変動ファイナンス制度に電気自動車へ

の投資、インセンティブの制定、充電インフラの整備などを盛り込み、自動車セクターの進展について

信頼性の高い計画を立てている新興諸国が資金を利用できるようにする必要がある、と指摘している。

譲許的融資（優遇条件による融資）は、新興諸国における再生可能エネルギーの発展にとって鍵と

なっているが、電気自動車セクターにとっても同様の役割を果たすとみられる、としている。 

 

電気乗用車台数は、経済移行シナリオでは 2035年に 4億 6900万台、ネットゼロ・シナリオでは同年

までに 6億 1200万台にまで急増させる必要がある。この差の大部分を埋めるには新興諸国における

取り組みが鍵となるが、先進国は新興国市場における移行を支援する手段を検討し、ネットゼロの実

現が世界全体で遅れることを回避すべきだ、としている。  

 

車両種類別に見ると、二輪・三輪車とバスについては、BNEFのネットゼロ・シナリオにおける目標達成

に必要な軌道にすでにかなり近づいている。しかし、中型・大型商用車では大きく遅れを取っており、

ネットゼロ目標達成には強力な政策措置がさらに必要とされる。経済移行シナリオでは、2050 年まで

に導入されるゼロエミッションの中型・大型商用車は 29％にすぎず、これはネットゼロの実現に必要な

100％には遠く及ばない。各国政府は、トラックの燃費改善や CO2 排出基準の厳格化に加え、政府機

関や輸送会社などに対して中型・大型商用車の電動化に関する義務化を検討する必要があろう。また、

複数の都市におけるゼロエミッション・ゾーンのほか、貨物輸送手段として大型トラックよりも電動化の

実現が早い小型トラックへの移行を促進するためのインセンティブも検討すべきだ。 

 

当調査レポートでは、蓄電池や燃料電池が大型長距離輸送車に適した技術なのかどうかについても

検討している。2020 年代の終わりまでには、メガワット規模の充電ステーションに加え、高エネルギー

密度の蓄電池の普及により、電気トラックが大型長距離輸送車、特に輸送量が限られる場合は実現可

能な選択肢となるだろう。蓄電池を使用した直接的な電動化は、トラックを含む道路交通の脱炭素化を

図る上で最も経済的に魅力があり、効果的な方法と考えられ、可能な限りこれを追求すべきだ。一方、

水素燃料電池車は、電動化が困難な地域やデューティーサイクルにおいて、一部の大型車が電動化

できない若干の不足分を埋め合わせるのに役立つだろう。  
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表 1：車両種類別によるネットゼロに向けた進展 

 

車両種類 道路交通セクター

に占める CO2排

出量の割合（現

在）  

世界の自動車推

定台数（現在）  

2050年ゼロエミッション車

（ZEV）の割合–経済移行シ

ナリオ 

2050年までのネットゼロ・シナリオ達

成（ZEVの 100％普及）のための政策

実施の必要性 

2輪・3輪車両 5％ 11億 二輪車：74％ 

三輪車：94％ 

ほぼ順調：若干の追加措置が必要 

市営バス  1％ 380万 84％ ほぼ順調：若干の追加措置が必要 

乗用車  53％ 13億 69％ 進行中：中程度の追加措置が必要 

軽商用車   11％ 1億 6000万 75％ 進行中：中程度の追加措置が必要 

中・大型商用車  30％ 8000万 29％ 遅れ：強力な追加措置が早急に必要 

 
出所：BNEF、政府機関資料。注：自動車台数はすべての駆動技術タイプを対象とし、推定台数は各種資料および BNEF のデータに基づく。
一部の数値は四捨五入済み。排出量および自動車台数に関するデータは 2021年のもの。 

 

当調査レポートでは、公共交通機関や徒歩、自転車、その他の手段を通じて車への依存度を可能な限

り軽減することも追求すべきだと提案している。2050年までに自動車の走行距離を 10％減らすだけで

も、自動車を 2億台減らし、累積 CO2排出量を 2.25ギガトン削減し、蓄電池のサプライチェーンへの

負担を軽減することにつながる。これらはすべて長期的な脱炭素化目標の達成にプラスになるだろう、

としている。  

 

電気自動車メーカーは、向こう数年間は蓄電池の原材料市場が極めてひっ迫すると予想している。供

給不足を回避すべく、蓄電池のサプライチェーンには大規模な投資が早急に必要とされる。とはいえ、

蓄電池価格が上昇しても電気自動車の普及にすぐに影響することはないだろう。蓄電池原材料の高騰

を招いている要因には戦争やインフレ、貿易摩擦などがあるが、これらはまたガソリンやディーゼルの

価格も過去最高水準に押し上げている。これにより、消費者の電気自動車に対する関心が高まってい

る。  

 

電気自動車の長期見通しの主な分析結果を記載した包括的なエグゼクティブ・サマリーおよび詳細は、

https://about.bnef.com/electric-vehicle-outlook/をご参照ください。  

 
ブルームバーグ NEFについて 

BloombergNEF（BNEF）は、世界の商品市場と低炭素経済への移行を推進する革新的技術を網羅す

る戦略的な調査を提供しています。専門知識を有するアナリストが電力、運輸、産業、建物、農業分野

のエネルギー転換を実現するための道筋を評価しています。また商品取引、企業戦略、財務および政

策の専門家の皆様が変化に対応、機会を生み出すご支援をします。 

 
 

ブルームバーグについて 

ブルームバーグは、世界のビジネス・金融情報のリーディング・カンパニーとして、市場に透明性、効率

性、公平性をもたらす、信頼性の高いデータ、ニュース、インサイトを提供しています。当社は、お客様

がより多くの情報に基づいた意思決定を行い、より良いコラボレーションを促進することを可能にする

信頼性の高いテクノロジー・ソリューションを通じて、世界の金融エコシステムにおいて影響力のあるコ

ミュニティをつなぐ支援をしています。 

 

https://about.bnef.com/electric-vehicle-outlook/
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詳細については、こちらをご覧いただくか、デモをリクエストしてください。 

 
 

報道関係者お問い合わせ先 

ブルームバーグ広報代行： アシュトン・コンサルティング ac-bloomberg@ashton.jp 

 

https://about.bloomberg.co.jp/corporate-profile/
https://about.bloomberg.co.jp/request-demo/?tactic-page=467038
mailto:ac-bloomberg@ashton.jp

